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◇東京都中学校理科教育研究会 理科教師工場見学会 開催 

－プラスチック教育連絡会の活動－ 

 

 プラスチック教育連絡会※では、中学校理科教師の方への支援の一環として夏休みを利

用して東京都中学校理科教育研究会（都中理）の理科教師工場見学会を開催しています。

今年は第４回目で８月１日（火）に行い、都中理の観察実験委員会のメンバーを中心とす

る２８名の教師の方が参加されました。今回は（株）三菱ケミカルホールディングス・

KAITEKI SQUARE、およびジャパンテック（株）・宇都宮工場を見学させていただきまし

た。 

 

 東京都丸の内の（株）三菱ケミカルホールディング

ス・KAITEKI SQUAREでは、「KAITEKI」について説

明を受けました。「KAITEKI」とは、同社が提唱してい

る 21世紀に企業が追及していくべきコンセプトで、

人・社会・地球にとっての快適をあわせもったもの

で、真に持続可能な状態を意味しているとのことで

す。ここのコンセプトゾーンでは未来の都市生活を体

感型展示で見ることができました。また、展示コー

ナーでは、同社グループ会社の樹脂を使用した最先端

の部材・製品の展示が分かりやすく行われており、

様々な用途が広がっていることが実感できました。 

 

 次に栃木県鹿沼市にあるジャパンテック（株）宇都宮工場へバスで移動しました。車中

では発泡スチロール協会作成の動画「豊かな暮らしを支える発泡スチロール」を見ていた

だき、新鮮な食材の提供に役立っていることや優れた衝撃吸収性、リサイクル活動につい

てご理解していただきました。 
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三菱ケミカルホールディングス 

本社での説明風景 

 

http://www.jepsa.jp/learning/movie.html


 同社宇都宮工場では、ペットボトルリサイクル技術

の開発の経緯などについてお話を聞かせていただきま

した。同社は協栄産業グループの会社でペットボトル

のリサイクルを専門に行っています。その優れたリサ

イクル技術（特にボトル toボトル）の開発の経緯など

について、直接古澤社長よりお話を伺うことができま

した。宇都宮工場は全国に展開する５工場のうちの一

つで、外部からの見学者を広く受け入れており、ペッ

トボトルの回収からフレーク化あるいはペレット化ま

でを一望できるようになっています。古澤社長の情熱

あふれる開発の歴史を聞いた先生の一人からは、「リサイクルや環境教育ではなく、子供

たちへのキャリア教育の一環として聞かせたい」との声も聞かれるほどで、同工場での２

時間はあっという間に過ぎてしまいました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 帰路の車中では、例年通り先生方に今回の工場見学会に関するアンケートに答えていた

だきましたが、その中で中学校の新指導要領では「身の回りの物質」についての授業が１

年生時から３年生時に変更する見込みである等の貴重な情報を得ることができました。ご

参加いただきました先生方と、工場見学を受け入れていただいた（株）三菱ケミカルホー

ルディングス様とジャパンテック（株）様には厚く感謝申し上げます。 

 

 なお、（株）三菱ケミカルホールディングスの KAITEKI経営については； 

http://www.mitsubishichem-hd.co.jp/kaiteki_management/ 

ジャパンテック（株）及びペットボトルリサイクルについての情報については； 

http://www.jtech-u.co.jp/ 

をご参照ください。 

 

 今年度よりプラスチック教育連絡会に、（一社）日本プラスチック食品容器包装工業会

が参画することとなりました。これからもプラスチックをより身近で大切なものとして理

解していただけるように、情報発信に取り組んでいきます。 

 

※プラスチック教育連絡会：（一社）日本化学工業協会、日本プラスチック工業連盟、（一社）プラスチッ

ク循環利用協会、塩ビ工業・環境協会、石油化学工業協会、発泡スチロール協会、（一社）日本プラス

チック食品容器包装工業会の７団体が連携し合い、教育現場におけるプラスチックについての科学的

な見方や見識、プラスチック製品に関する理解を深めてもらうための活動を行っています。

ジャパンテック(株)宇都宮工場の 

施設を見学する先生たち 

 

 

ジャパンテック社長との質疑応答 PET製品サンプルの説明風景 

http://www.mitsubishichem-hd.co.jp/kaiteki_management/
http://www.jtech-u.co.jp/


 

 

◇「農業廃プラの適正処理とリサイクル市場」を巡って 

その４：低い継続性の理由 

名古屋大学 名誉教授 竹谷 裕之 

 

 前回、農業廃プラ処理業者の事業継続性についてみました。地域的に偏在する廃農ビ処

理業者の継続性の高さに比べ、廃農ポリ処理業者は地域による違いはあるものの、概して

参入・退出が相次ぎ、事業継続性に欠けることがわかりました。今回はその理由を考えて

みます。 

 

 農業廃プラは 1970 年廃掃法で産業廃棄物に指定され、排出事業者に適正処理が義務づ

けられて以降、70年代の試行錯誤を経て、80年代、県や市町村，農業団体等が出資し第三

セクターの処理施設を設置し処理する、いわゆる三セクタイプの処理方式が茨城、群馬、

千葉、山梨、高知県等で始まり、回収は市町村レベルで集団回収し処理施設に搬入する取

り組みが本格化しました。1990年代に入ると、民間の処理業者の参入が相次ぎ、農業廃プ

ラ処理業の中心的担い手に成長してきました。もちろん、農業廃プラ市場の特性を知らず

に短期間に退出する業者が相次いだ一面も見逃せません。 

 

 農業廃プラ処理業は、廃掃法の制約下にある規制産業で、各都道府県・政令市による処

理業、施設設置の許可が参入の要件になります｡自由な経営の原則は適用されず、都道府県

の条例等が改正されればその対応が求められ、法令の解釈・適用にも都道府県の判断が影

を落とします。他面、処理料も再生原料販売も、三セクも含め市場競争下にあり、しかも

市場価格は明示的でありません。 

 つまり、農業廃プラ処理業者は規制産業と競争的静脈産業の下で経営展開を求められる

のです｡この特性を十分理解できずに参入した業者は短期間に撤退を余儀なくされること

が起こります。静脈産業は、処理・再資源化を依頼する主体とそれを請け負う主体との間

に、情報の非対称性が生ずるとされますが、農業廃プラの場合、むしろ排出事業者のみな

らず処理業者にとっても、情報は極度に分散しているとみた方が実態に近く、それ故、短

期間に参入・退出が繰り返されるとみられます。 

 

 例えば、(株)KV社の場合、親会社は子会社を設

立する際、産業廃棄物毎の排出実態を調べて農業

廃プラ等の排出特性を把握することなく、また農

PO へ資材転換の進む廃農ビに加え、回収システ

ムの無い壁紙、値上がりする銅電線被覆材の廃塩

ビとを合わせて年 26千 tも回収する計画を立て、

環境省と C 県の補助金を得て 35 億円の巨額投資

をして工場を建設しました。操業後は、壁紙や電

線被覆材の回収は無理ということで廃農ビ回収を

中心に据え、青森から和歌山まで駆け回って既存

取引を打破する低料金を提示し回収競争を展開し

ました。その結果、低料金回収による収入減と運

賃コストの増嵩に直面して、初年度、次年度と赤字を拡大累積し、２年で撤退に追い込ま

れました。FE(株)の場合、T 県に工場建設するものの操業１年で撤退に至りました。この

場合、県廃対課の認可取得に手間取り、同課の指導で一般的な屋外保管でなく屋内保管の
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2015 年茨城進出工場 



建物投資を余儀なくされ、台湾製処理施設の相次ぐトラブルで本格操業が遅れ、さらに中

国の輸入品質基準の引き上げとリーマンショックで赤字脱却を見通せなかったことが理由

です。いずれも農業廃プラの回収と処理コスト、再生原料市場の実態を把握しないまま参

入したのが破綻の原因です。 

 

 2015年に倒産した(株)CAの場合、2004年に K県で操業し、廃農ビと廃農ポリの簡易処

理(フラフ化)による台湾・香港輸出の事業戦略を立て、回収量拡大のため、廃農ビ処理単価

を県統一料金 kg当たり 17円に代え０円の時代を作り出し、また旧来の指定日回収を随時

直接搬入に変えた立役者でしたが、リーマンショックによる価格暴落で販売収入が落ち込

み、その後、中国市場の回復基調下で廃農ポリのペレット加工施設を導入し再生処理の高

度化を図りましたが、輸出価格回復が期待するまでに至らず、処理料金引き上げもできず、

追加投資でコストも嵩み、回収量も最高時の半分まで落ち込むなか、倒産に至りました。

廃プラ市場を理解していても小規模企業の対応力には限界があったわけです。 

 

 廃農ポリを処理し再生農ポリを製造する特許を２つ取る技術革新と委託加工方式のビジ

ネスモデルを構築し、東北地方の再生処理比率を大きく引き上げ一時代を作った HG(株)の

場合、前出の(株)KV の低料金攻勢で廃農ポリ回収量が大きく減少し、結果的に 2011 年に

操業停止に追い込まれました。また中部・近畿エリアで廃農ポリを回収し再生農ポリを製

造した EN(株)は、長崎県等に販売代理店を契約設置したものの販売量はあまり拡大せず、

2013年末撤退しました。農業廃プラ市場を理解していても、業者間競争や通常商品との競

争に打ち勝てず、操業停止に追い込まれたケースです。 

 

 このような個々の経営破綻・操業停止の理由は多様です。一括りできませんが、短期間

の参入退出は業界の実態を十分に調べず参入した結果です。 

⇒ バックナンバー 

 

 

 今年も「過去に経験のない大雨」という警報が何度も出され、実際に大きな災害が発生

しました。100mmを超える雨が続くなら、いかなる治山治水も及ばず、地震や津波と同様

に人の避難行動にも期待せねばなりません。防災の日と台風シーズンを前に、避難しかな

かった千年前の人と同様に、ほどほどの雨であって欲しいと祈ります。（河童っ子） 

 

 

●メールマガジンバックナンバー 

●メールマガジン登録、メールマガジン解除 
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